
 

Ⅵ 世帯の収入基準について 

 

出願者の属する世帯の１年間の 
「認定総所得金額」Ⓐが、「表１ 収入基準額表」Ⓑ以下であることが必要です。 
 
１ 認定総所得金額について 
 

 「認定総所得金額」Ⓐとは、 
  世帯の１年間の「総所得金額」Ⓒから「特別控除額」Ⓓを除いた金額をいいます。 
 

 

 

２ 総所得金額について 
 「総所得金額」Ⓒとは、 
  その世帯の金銭・物品などの１年間の所得金額の合計額をいいます。 
 〔留意点〕 
 （ア）父母など出願者を保護又は扶助している者の所得金額を合計し「総所得金額」とします。 
    出願者を保護又は扶助していない者の所得金額は含みません。 
 （イ）出願者本人に収入がある場合は、その所得金額を含んだ額を「総所得金額」とします。 
 （ウ）出願者の配偶者等に収入がある場合はその所得金額を含んだ額を「総所得金額」とします。 
  （エ） ２人以上に収入がある世帯については､それぞれの所得金額の合計を「総所得金額」とします。 
 （オ）給与所得（年金を含む）の場合、次の式により計算した金額とします。 
   ・所得金額＝給与「収入」金額−控除額    
   〔給与所得の場合による控除額〕 

 給与所得の年間収入金額が多い者（給与所得があるものが１人の場合を含む。）
は（Ａ）の表、少ないものに当たっては（Ｂ）の表を適用する。なお、年間収入
金額が同額の場合については、いずれか一方の者は（Ａ）の表、他方の者は（Ｂ）
の表を適用する。 

※ 年間収入金額については、「所得証明書」、「市民税、県民税の特別徴収税額
の通知書」の「給与収入金額」に記載された金額とする。  

  （カ）同一人で２以上の収入源があって､いずれも給与所得の場合は､収入金額を合算したあと（オ）
により計算します。 

   （キ）同一人で給与所得と給与所得以外の所得がある場合は、給与所得については（オ）により計
算し、給与所得以外の所得金額と合計した金額とします。 

 
 

計算式で表すと次のとおりになります 
認定総所得金額（万円未満切り捨て）Ⓐ ＝ 総所得金額Ⓒ − 特別控除額Ⓓ (21,22 頁参照） 
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【Ａ表】 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

【Ｂ表】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
３ 収入基準額について 
  表１  収入基準額表Ⓑ 

世 帯 人 員 収 入 基 準 額 
     １人      ２８６万円 
         ２        ４５５ 
         ３        ５２７ 
         ４        ５７２ 
         ５        ６１７ 
         ６        ６５０ 
       ７        ６７７ 
8人以上は1人増す毎に7人の 
収入基準額に右の金額を加算する          ２７ 

 
           

 

＝ 

 

 

総所得金額Ⓒ 

（万円未満切り捨て） 

年間収入金額 
（万円未満切り捨て） 

 

 

 

 

－ 

控除額 

２６８万円未満 年間収入金額と同額 

２６８万円以上 

４００万円以下 
年間収入金額×０．２＋２１４万円 

４００万円を超え 

７８１万円以下 
年間収入金額×０．３＋１７４万円 

７８１万円超 ４０８万円 

 

≧「認定総所得金額」Ⓐ 

＝ 

 

 

 

 

 

 

 

総所得金額Ⓒ 

（万円未満切り捨て） 

年間収入金額 
（万円未満切り捨て） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

控除額 

６５万円以下 年間収入金額と同額 

６５万円を超え 

１８０万円以下 

年間収入金額×０．４ 

（ただし，控除額が６５万円 

未満の場合は６５万円。） 

１８０万円を超え 

３６０万円以下 
年間収入金額×０．３＋１８万円 

３６０万円を超え 

６６０万円以下 
年間収入金額×０．２＋５４万円 

６６０万円を超え 

１，０００万円以下 
年間収入金額×０．１＋１２０万円 

１，０００万円を超え 

１，５００万円以下 
年間収入金額×０．０５＋１７０万円 

１，５００万円超 ２４５万円 
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☆１ 所得を証明する書類（出願時に提出）                        
 
 ア 出願者と生計を一にする世帯員のうち 
  出願者を扶助する者の直近の（市町村民税）課税・所得証明書または、非課税・所得証明書 
 
 イ 出願者が現在被扶養者でない場合は 
  本人の（市町村民税）課税・所得証明書または、非課税・所得証明書 
 
 （ア・イ いずれの場合も区役所、市役所、町村役場で発行された証明書に限ります） 
 
 
 〔留意点〕 

①「出願者を扶助する者」とは、家計支持者（父及び母、またはこれに代わって家計を支えてい
る者）であり、無職・パートなどで非課税になる方も提出が必要です。 
 
②出願の年に転職･失業等により前年の所得に比し出願時の所得が大幅に減少している場合は、所
得証明書に加え、失業中であることを証明する書類(雇用保険受給資格者証の写し等)、現在の所
得の状況を証明する書類(直近２カ月間の給与支払明細書等)を添付し、状況を記入してください。
証明する書類がない場合は、通常の計算となりますので御注意下さい。上記で判断が難しい場合
は、森づくり課までお問い合わせください。 
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４ 特別控除額について 

 「特別控除額」Ⓓは、表２の１と表２の２のとおりです。 
  それぞれの表の項目に該当がある場合は、「総所得金額」Ⓒからさらに各特別控除額（万円

未満切捨）を控除して「認定総所得金額」Ⓐとします。 
  該当する特別の事情が２つ以上ある場合には、これらの控除額を合わせて控除します。 
 
   表２の１ 世帯を対象とする特別控除額表 

特 別 の 事 情 特 別 控 除 額 
母 子 ・ 父 子 世 帯                                               ９９万円 

 
 
 
 就学者のいる世帯 
（本人の控除は 

 表２の２による） 
 児童･生徒･学生１人に 

 つき 

 小  学  校                              ３１万円 
 中  学  校                              ４６万円 
 自宅通学 自宅外通学※オ 

高 等 学 校  国･公立 ３９万円 ６９万円 
 私  立 ８８万円 １１８万円 

高等専門学校 
     1～3年次 

 国･公立 ３９万円 ６９万円 
 私  立 ８８万円 １１８万円 

高等専門学校 

4,5年次・専 攻 課 

 国･公立 ４３万円 ７２万円 
 私  立 ８７万円 １１６万円 

大 学  国･公立 ７４万円 １２１万円 
 私  立 １３３万円 １８０万円 

 専修学校 高等課程 
 国･公立 ３９万円 ６９万円 
 私  立 ８８万円 １１８万円 

専修学校 専門課程  国･公立 ３６万円 ８１万円 
 私  立 １０２万円 １４７万円 

障害者のいる世帯   ※ア  障害者１人につき                             ９９万円 
長期療養者のいる世帯   ※イ  療養のため経常的に特別な支出をしている年間金額 
主たる家計支持者が 

別居している世帯    ※ウ 
 別居のため特別に支出している年間金額｡ 

 ただし､７１万円を限度とする。 
震災･火災･風水害･盗難等の

被害を受けた世帯  

※エ 

 日常生活を営むために必要な資材又は生活費を得るための 

 基本的な生産手段(田･畑･店舗等)に被害があって、将来長期 

 にわたって支出増又は収入減になると認められる年間金額 
表２の１〔留意点〕 

 ※ア 障害のある人の医療費で「長期療養者」に該当する場合は、併せて控除することができます。 

 ※イ 出願時において継続して２年以上の療養を必要とする者の医療費(診療代､治療代､医薬品代 

      等)､治療及び療養に係る器具代､通院のための交通費､世帯員以外の者に支払う介護費等としま  

      す。ただし､健康保険等により医療給付を受ける金額､その他により補てんされる金額は除きます。 

 ※ウ 主たる家計支持者が就労のため別居している世帯で、出願後も１年以上別居が継続する見込み 

      であり、別居地の住居費､光熱水道費､別居地と主たる住居地間の交通費等とします。ただし、勤 

      務先から補てんされる金額､家具､電気器具､家事用品購入費等の一時的な支出は除きます。 

   (注)「主たる家計支持者」とは、「申込者本人の生計を維持する者のうち、父もしくは母、又は 

   父母に代わって生計を維持するもの」とする。（父母のいずれか１人でも別居した場合対象） 

 ※エ 出願時の前年から出願時までに、災害等により日常生活を営むために必要な資材または生産手 

      段に被害を受け､長期(２年以上)にわたって支出が増加又は収入が減少する場合の年間金額とし 

      ます。ただし、保険、損害賠償等により補てんされた金額は除きます。 

 ※オ 自宅通学・自宅外通学の別は、原則として住民票の住所で判断します。 
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  表２の２ 出願者を対象とする特別控除額表 

高等学校に在学 または高等学校を卒業した者・・・・・・７４万円 

大学に在学して 
いる者 

国･公立 自宅通学    ２３万円 
に授業料年額を加えた額 

自宅外通学   ７０万円 

私 立 自宅通     ３７万円 
に授業料年額を加えた額 

自宅外通学   ８４万円 

高等専門学校に 
在学している者 

国･公立 

（1～３年次） 
自宅通学     ３９万円 

自宅外通学    ６９万円 

国･公立 

（４・５年次） 
自宅通学     ４３万円 
自宅外通学    ７２万円 

私 立 

（1～３年次） 
自宅通学     ８８万円 
自宅外通学   １１８万円 

私 立 

（４・５年次） 
自宅通学     ８７万円 
自宅外通学   １１６万円 

専修学校 

（専門課程）に 

在学している者 

国･公立 自宅通学    １９万円 
に授業料年額を加えた額 

自宅外通学   ６４万円 

私 立 自宅通学    ４１万円 
に授業料年額を加えた額 

自宅外通学   ８６万円 

表２の２〔留意点〕 
 ① ｢授業料年額」とは在学している大学又は専修学校の申込時における授業料年額（万円未満切捨）

です。 

   入学金、施設料その他臨時または個別に徴収される費用は除きます。  

 ② 出願時に子供が２人を超える世帯については、その超える人数につき、表２の２に 
   該当する控除額に５０万円を加えた額を乗じた額をさらに控除できます。 
 

 

☆２ 「特別控除」Ⓓを証明する書類                           

  証明する書類がない場合は特別控除を受けることができませんので御注意ください 

障 害 者 の い る 世 帯 ・障害者手帳の写し・指定難病に係る医療受給者証の写し等 

長期療養者のいる世帯 

・過去１年間の医療費、治療器具等の購入費、通院のための交通費等の

領収書の写し 
  所得税の高額医療の控除を受けている場合は、源泉徴収票又は市町村長の発行

する市町村民税の特別徴収税額の通知の写し、及び願書提出前２カ月間の領収書

の写しでも可 
主たる家計支持者が 
別 居 し て い る 世 帯 

・給与明細書の写し、住居の賃貸契約書の写し等 
・住民票 

震 災 ･火 災 ･風 水 害 ･盗 難 等 
の被害を受けた世帯 

・被害への対応のための借入又は返済に係る書類の写し 
・被災証明書等 

出願者が大学院､大学､短大､ 
専修学校に在学している場合 

本年度の授業料年額（施設費は除く）を証明する書類 
・募集要項等、授業料年額が記載されたページの写し 

高校生以上の就学者

のいる世帯 

在学を証明する書類 

・在学証明書、通学証明書、学生証の写し 
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